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１．はじめに
欧州では，農村振興（rural development）の概念的・理論的検討が盛ん
である。その大きな理由のひとつとして，欧州連合（EU）の共通農業政策
（CAP）における農村振興政策の位置づけがある。当初の共通農業政策は，
農産物市場政策（価格政策）と農業構造政策からなっていたが，1980年代
には，農村の経済振興にあたっては農業以外の部門も対象にすべきとの認
識から，地域振興政策が導入された（石井，2006）。そして，1999年に決
められた，EUの政策と機構に関する大きな見直しである「アジェンダ2000」
において，共通農業政策の大幅な改革が行われ，農産物市場政策がCAPの
第一の柱，農村振興政策がCAPの第二の柱とされた。EUでは農村政策を農
村振興政策と呼ぶことが多い（Thomson et al., 2010）。
上記のような農業構造政策から農村振興政策へのシフト（石井，2006）
の背景には，農村とそれを取り巻く状況の変化があったが，同時に，農村
に対する見方も変わってきた。それとともに，農村振興の理論的分析に関
しても，さまざまなアプローチが提案されている。その中には，現実の課
題解決への貢献も期待できる分析枠組みもある。
本稿は，そのような分析枠組みのひとつである，農村ウェブ（rural web）
を取り上げる。2.でみるように，欧州の農村研究の動向は日本の農村社会
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学，農業経済学，地理学などの分野で検討されているが，管見の限り農村
ウェブに言及したものは見当たらない。農村ウェブの紹介が本稿の目的で
ある。本稿の構成は以下のとおりである。２．で経済協力開発機構（OECD）
の報告書を素材に，農村の変化とそれへの対応について記す。その背景と
しての新しい農村観について3.で述べたあと，4.で農村ウェブについて概
観する。
２．農村の新しいパラダイム
農村振興政策の重視に呼応した文書のひとつに，OECDの報告書『農村
の新しいパラダイム』（OECD, 2006）がある。ここから，欧州を中心とす
る先進国における農村のとらえ方と問題意識を見てみよう。この報告書の
要旨は以下のようなものである。
農村部の一人当たりGDPは，全体としては2000年の時点で全国平均の83
％で，1990年代後半に低下した国が多い。これは，人口流出と高齢化，教
育水準の低さ，労働生産性の低さ，公共サービスの水準の低さなどが悪循
環を起こしていることが一因である。ただし，農村地域といえども地域に
よって状況は異なっており，雇用が増えているところもある。交通アクセ
スの改善や住み心地のよさなどから，フランス，イギリス，オランダなど
では田園回帰もみられる。
農村をめぐる状況の変化として，グローバリゼーション，情報通信技術
の発達，輸送費の低下，交易パターンの変化，農業以外の活動の重要性の
上昇（農業の地位の相対的低下）がある。こうした変化に対応するために，
農村に対する政策は変化が求められており，新しいアプローチが必要とさ
れている。その背景には，アメニティの重視，農政改革の圧力，分権化の
推進などがある。新しいアプローチと古いアプローチを対比的に記すと表
１のようになる。
従来，各国の政府は農業や観光などの部門別に分かれた政策を，地域に
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関係なく画一的に実施していた。農村の新しいパラダイムとは，政策面か
らみると，地域のこれまでの発展の経緯に留意し，その土地固有の資源に
基づくような発展を促す政策であり（農業政策から農村政策へ），「部門で
はなく地域に焦点を当てること」，「補助金から投資へ」が原則となる。ガ
バナンスの面からみると，国のレベルでは部門間の協調，地域のレベルで
は地域間の協調，さらに国家政府と地方自治体との協調の，３つの協調が
重要である。
３．新しい農村観と研究方法
上記のような農村のとらえ方に対応して，農村研究では新しい農村観と
研究方法が登場してきた。それらは多種多様で論者にとって異なるため，
首尾一貫した説明は困難である。ここでは論点をキーワードとして提示す
るにとどめる。
まず，現在の農業・農村がポスト生産主義下にあるという認識がある（立
川，2005）。ポスト生産主義においては，農業の生産性向上は至上命題で
はなく，環境保全や持続可能性に配慮した，少量多品目生産や経営の多角
表１　農村に対する新旧のアプローチ
出典：OECD（2006）
古いアプローチ 新しいアプローチ
均等化 農村地域の競争力
目　的 農場所得 地域資産の価値づけ
農場の競争力 未利用資源の開拓
農村経済の多様な部門
重要な部門 農業 （例：農村ツーリズム，
　製造業，情報通信産業等）
主要な手段 補助金 投資
府政のルベレるゆらあ　　
重要な 国の政府 （超国家，国，地方，地元）
アクター 農業者 地域の多様な利害関係者
（公的部門，私的部門，NGO）
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化が指向される。これは，上述した農業の相対的地位の低下に対応してい
る。
また，農村（および都市）を「内部完結したまとまり，自立した存在」
としてとらえる実在主義的なとらえ方から，農村を「相互に織り込まれた
流れの中の，流動的かつ拘束しえないつながり」と理解し，関係性におい
てとらえるような「『空間』概念のパラダイムシフト」（村上，2011）が起
こっている。これに関連して，農村研究では，科学技術社会論においてM. 
Callon, B. Latour, J. Lawらが提唱したアクターネットワーク理論1）の影響
を受け，農村内部および農村と都市との各種のネットワークに注目した分
析が行われるようになる。
さらに，OECD（2006）でも示されているが，農村が多様であるという
認識も重要である。農村地域は「もはや単一で安定的で，首尾一貫した存
在ではない」「むしろ，異なる経済的制度，政治的ネットワーク，社会的な
諸階層そして環境的特徴を持つ状況に取り囲まれて，性質上は多面的で多
様である」（小田切，2012）。したがって，農村の発展のあり方も地域ごと
に異なっており，それぞれの地域にふさわしい発展の方策を考えるべきだ
ということになる。
そして，農村振興の理論的研究においては，上述のアクターネットワー
ク理論を援用したもののほかに，ポストモダニズム論的アプローチ（立川，
2005）や文化経済アプローチ（梶田，2012），新しい内発的発展論（neo-
endogenous development）などの種々の分析手法が導入されている。
1） アクターネットワーク理論の研究としてはラトゥール（1999）などが翻訳されている。内
容については足立（2001）を参照されたい。
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４．農村ウェブ
（１）成り立ち
OECD（2006）では，研究課題として，①多国間および国内地域間で，
評価・比較可能な，適切な質的・量的指標群を含む，農村振興政策の包括
的分析枠組みの提案，②各国の農村振興戦略の体系的レビューを実施し，
その結果をOECD加盟国の政策担当者に提供すること，の２点が挙げられ
ている。第１の課題に応えようとしたものがETUDE（Enlarging the 
Theoretical Understanding of Rural Development：農村振興の理論的理解
を深める）プロジェクトである。これは，研究開発に対するEUの財政支援
制度である第６次フレームワークプログラムに採択された。2007年から
2009年にかけて，オランダのワーヘニンゲン大学を中心に６か国の研究機
関が参加して進められた。このプロジェクトで提出された概念モデルが農
村ウェブであり，プロジェクトの成果として２冊の書籍が刊行されている。
『ウェブを展開する：地域の農村振興のダイナミクス』（van der Ploeg and 
Marsden, 2008）は主に理論的枠組みについて論じており，『農村をネット
ワークする：欧州における緑の地域の将来』（Milone and Ventura, 2010）
は具体的な地域の分析手法や事例分析を扱っている。
（２）理論的枠組み
ここでは，van der Ploeg and Marsden（2008）およびBerti（2011）をも
とに，農村ウェブの理論的枠組みを概説する。
まず，農村は田園地域（countryside）のような言葉でとらえることがで
きる同質的なものではなく，複合的かつダイナミックに多様化ないし分化
（differentiation）している，という認識が前提としてある，として，空間
を境界をもつ区域としてみるのではなく，関係性においてとらえるアプロ
ーチを採用し，農村における各種のネットワークに注目する。
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農村ウェブとは，農村におけるアクター，資源，活動，部門，場所それ
ぞれの間の相互関係，相互作用，接触，相互依存のことであり，言い換え
るとアクターネットワークの集合体全体のことであるとしている。ネット
ワークは多層構造をしており，地域内の（ローカルな）ネットワークや近
隣地域との（リージョナルな）ネットワークもあれば，全国的，さらには
国際的なネットワークも存在する。ウェブは活動，プロセス，人および資
源をつなぎ，かつ，それらの展開のしかたも形成している。ウェブの形は
地域によって異なり，時間とともに変化する。スムーズに機能する包括的
なウェブが存在すると地域経済は上向き，その地域は競争力を持ち，革新
的で持続可能になり，生活の質が改善すると考えられている。農村振興は
農村ウェブの展開・強化の過程としてとらえられている。
農村ウェブは６つの次元あるいは領域の共通部分（交点）に出現すると
される。それぞれの次元は相互に絡み合っており，分離することはできな
い。次元は，内発性，新規性の生産，持続可能性，ソーシャル・キャピタ
ル，制度のあり方，市場のガバナンスからなる。各次元の関係は図１のよ
うに示されている。
①内発性（endogeneity）
内発性とは，地域経済が地域で得られる資源にどの程度基づいているか，
地域が資源の利用をどの程度コントロールできているか，生産された富を
どのように分配し，投資して経済を発展させているか，ということを示す
ものである。内発性が高まれば，つまり，外部資源への依存が低ければ，
その地域の比較優位が高いとされる。ここでいう資源とは，物的資源のみ
ならず，文化や制度の質，協働のあり方といった無形の資産も含んでいる。
②新規性の生産（novelty production）
新規性の生産とは，生産物，生産過程，協働のパターンなどを継続的に
改善する能力とされる。ある地域の生産過程，ネットワーク，諸活動のつ
ながりはその地域に特有のものである。それらをうまく機能させるような，
新しい洞察，実践，資源，知識の組み合わせを新規性と呼んでいる。新規
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性はその地域の状況に応じた知識であり，明文化（コード化）されていな
い。これに対して，イノベーションは明文化されている知の表現であり，
どこでも役立つものである。
③持続可能性（sustainability）
持続可能性は，van der Ploeg, Marsden, eds.（2008）では定義されてい
ないが，持続可能な農村振興は「食料生産とアグロエコロジー2）を改めて
強調することで自然を改めて特徴づけ，農村の経済と文化の維持の主たる
図１　農村ウェブの概念図
出典：van der Ploeg and Marsden（2008）
農村経済への圧迫への対応：競争力の強化
1. 地域資源に基づ
く，周辺の農村経済
との交流拡大
2. 新規性の生
産
3. 市場のガバ
ナンス
4. 新しい制度
的枠組の創出
5. 協働と持続可
能性の創出
6. ソーシャル・キャ
ピタル
農村における生活の質
多面的機能と部門内
の結びつき
（農村社会と農村経
済の構造）
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2） 「アグロエコロジーは，科学であると同時に農業の実践であり，社会運動である。それは，
科学の知見と農民の伝統知に立脚し，生態学と社会・経済を扱う諸分野をつなぐ学際的アプ
ローチである（アルティエリほか，2017）」
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担い手として農業の社会・環境的な役割を再確認する，地域を基盤とした
振興」と定義している。
④ソーシャル・キャピタル（social capital）
ソーシャル・キャピタルは，ものごとを共同で行う能力，言い換えると，
個人，集団，組織，制度が共通の目的や便益のために連携し，協働し，社
会関係を活用する能力，と定義されている。
⑤制度のあり方（institutional arrangement）
ここでの制度は，人間の相互作用を通して形成される，しばしば組織の
構造において示される，一連の規則，法，規範，慣習ととらえられている。
農村振興においては，望ましい制度とは，調整問題を軽減させ，協働を助
ける（経済学的にいうと取引費用を低下させる）ものであるとされている。
⑥市場のガバナンス（market governance）
市場のガバナンスとは，市場を強化し，新しい市場を創出する制度的能
力と定義されている。それはサプライチェーンの組織のつくり方，所得の
分配や水準，共同行動の潜在的便益の発生などに関係するとされている。
（３）分析の手順
ETUDEプロジェクトでは，農村振興を理解する理論的分析枠組みを構築
するだけではなく，農村振興の分析ツールの開発を行った。農村振興に関
して地域に何が起こったか，どうしてそれが起こったかを理解し，他の地
域と比較しつつ，その地域の農村振興を評価し，改善すべき点を示せるよ
うな手法を提示することを目指した。その分析の手順をMilone and 
Ventura（2010）およびBerti（2011）をもとにみていく。
手順は２段階に分かれている。第１段階は地域の記述であり，第２段階
は農村ウェブの枠組みによる分析である。
①地域の記述
第１段階では，地域の構造的特性を明らかにする。地域の特性は，地域
資本および重要な要素，できごととその関係を分析することで記述される。
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地域資本とは，地元の資産のことであり，以下のように定義されている。
地域に住み，あるいは働いている人々が利用できる，その場所特有の資
源ストック。これらの物的・非物的資源は，地域コミュニティにとっての
共有財産であり，農村コミュニティに所属している人が利用可能で，投入
できるものである。
Milone and Ventura（2010）によると，地域資本は表２に示す７つに分
けられている。
量的なデータは各種の統計資料などから，質的なデータは聞き取り調査
から得る。過去10～15年程度のデータを用い，地域の変遷を把握する。そ
れぞれの資本の強みと弱みの分析や，資本の変化とその原動力，近隣との
比較なども行う。
②農村ウェブの把握
第２段階では，農村ウェブのありようとその変遷を把握する。地域のア
表２　地域資本の分類
出典：Milone and Ventura（2010）
 
 
環境資本 土壌，水，動植物相，生物多様性，微気候その他，人間活動によるものではなく，
自然からの贈与として生み出される自然的要素。純粋に自然のものだけではなく，
人間と自然の相互作用の結果現れるもの，例えば農業地域や農業景観も含む。 
経済資本 ある地域の経済構造に関わるもので，地域の経済主体が利用できるすべての財政資
源に加えられるべき，活動，ビジネス，インフラ施設およびサービス供給のネット
ワークからなるもの。 
人的資本 地域の生産組織の基盤となる，(文脈に置かれコード化された)蓄積知，熟練，技能，
価値，技法の総体。 
文化資本 歴史的遺産，芸術的遺産，歴史的・民俗的伝統。 
ソーシャル･
キャピタル 
集団間の協調と協働を容易にする，すべての統合化された社会関係，つまり，協働
で行動する能力。 
制度資本 第一に，地域の制度の存在とその役割が大きいこと，地域組織間の相互作用が活発
なこと，相乗効果が表れていること。第二に，地域の交渉と連携のモデルが進展し
ていること。最後に，共通の振興プロジェクトに関わる組織の間で共同の意識が醸
成されていること。「制度の厚さ」。 
象徴資本 P. Bourdieu が，いずれかの形態の資本で，それが提示される方法，つまり知識の関
係において象徴的に成り立っているもの，と定義したもの。 
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クターに聞き取りをしたり，ワークショップに参加してもらったりするこ
とによって，地域の記述，アクターとネットワークの把握，農村ウェブの
枠組みによる分析を行う。
この段階は，以下のステップから構成される。
a.　 地域のイニシアティブやネットワークによる農村ウェブの各次元の
記述
b.　それぞれの次元がお互いにどう影響しあっているかの記述
c.　 イニシアティブ，ネットワーク，アクターの各次元への影響関係の
把握
d.　 ウェブの記述とウェブが地域の課題・問題にどう反応し，変化して
いるかの記述
e.　地域に影響を与えている政策の記述
（４）イギリス・デヴォン州の事例
農村ウェブの分析事例として，イギリスのデヴォン州（Devon County）
を取り上げる（Milone and Ventura, 2010）。
デヴォン州は，イングランド南西部に位置しており，面積は6,700平方
km，人口は110万人である。経済が下降気味で，2001年の口蹄疫の発生で
大きな損害を被ったこの地域では，地元農産物，有機農産物，持続可能な
ツーリズム・グリーンツーリズムへの取り組みが特徴的である。
これらの取り組みは，農村ウェブの枠組みからとらえると，内発性と持
続可能性に根差していると考えることができる。これらの取り組みのため
に各種の組織が形成され，ネットワークが生まれている。したがって，デ
ヴォン州の農村振興において制度が果たしている役割は大きい。また，こ
れらの取り組みは市場のガバナンスを獲得することが目的でもある。ソー
シャル・キャピタルの面を見ると，地域のアイデンティティは強く，ボラ
ンティアや市民活動の水準も高いので，ボンディング型のソーシャル・キ
ャピタルは豊富にあるといえるが，ブリッジング型のソーシャル・キャピ
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タルはあまりないようである。新規性の生産という面においても，新しい
農産物や新しい生産方法は多くない。
デヴォン州の農村ウェブの概略図を図２に示す。この地域の農村ウェブ
は他の調査対象地域と比べ，まだ展開の初期段階にあり，不均等でまとま
りに欠けている。より多くの人を農村振興に関与させることで地域内の格
差を縮小させることが課題であるとしている。
図２　デヴォン州の農村ウェブ
出典：Milone and Ventura（2010）
デヴォン州の
農村ウェブ
内発性
・主要な次元
・地場農産物のエトス
・先進的地場農産物地域
・持続可能な/農村ツーリ
ズム
・自己防衛的な地域主義
持続可能性
・主要な次元
・高品質
・先進的有機農産物地域
・持続可能な/グリーン
ツーリズム
・社会の持続可能性
制度のあり方
・生産者の協働
・公私連携
・ソーシャル・キャピタルの
支援/その欠如の軽減
・イニシアティブ/ネットワー
ク間の協働がない？
市場のガバナンス
・生産者の協働
・共同のマーケティング
・持続可能性と内発性の願
望の介在
新規性
・新規性の生産にとっての「空
地」としての辺境性
・イングランド初のグリーン
ツーリズム認証地域
・イングランド初の有機野菜宅
配事業
ソーシャル・キャピタル
・食農産業を強化する強い地域
アイデンティティ
・州内格差
・ブリッジング型ソーシャル・キャ
ピタルの相対的欠如？
重要度
大：
中：
小：
農村振興を理解する枠組みとしての農村ウェブ
574
５．おわりに
本稿では，農村振興の理論的分析枠組みと分析ツールである農村ウェブ
についてごく簡単に紹介した。農村ウェブは徐々にではあるが，現場で適
用されるようになってきている。農村ウェブは欧州の農村の現状から考え
られたものだが，日本でも適用できるのではないだろうか。最近では，メ
キシコでの分析事例がある（Arato et al., 2017）。
農村ウェブの特徴は理論的枠組みにとどまらず，現実の地域に適用し，
今後の農村振興について診断ができるところにある。ただし，抽象度が高
いので現地の人に理解してもらうことは容易ではない。Messely et al. 
（2013）は，ベルギーの東フランドル州でのアクション・リサーチにおい
て，農村ウェブの６つの次元を次のような問いに言い換えて現地の関係者
に提示した。
内発性：地域は地域資本をどの程度所有しているか？
制度のあり方：地域振興はどのようにコーディネートされているか？
ソーシャル・キャピタル：協働の形態にはどのようなものがあるか？
新規性の生産：地域は自ら再生できるか？
市場のガバナンス：地域は市場をコントロールしているか？
持続可能性：現在の地域振興は持続可能か？　農業の役割は？
現地の人たちは，ある程度は農村ウェブについて理解をしたが，それを
用いて今後の農村振興について議論するまでには至らなかったという。
このように，実際の現場で利用するのは，さらに工夫が必要であろう。
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